
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

に基づく立入検査要領

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１４９号。以下「法」という。）第８３条第３項の規定による液化石油ガス販売事業者若しくは充てん事業者に対する立入検査又は同条第４項の規定による保安機関に対する立入検査の方法を次のとおり定める。１ 立入検査の目的この要領に基づく立入検査は、液化石油ガスによる災害を防止し、もって法の執行の適正化を図ることを目的として実施する。２ 立入検査の対象立入検査の対象は、法第３条の規定により知事が登録をした液化石油ガス販売事業者、法第２９条の規定により知事が認定をした保安機関及び法第３７条の４の規定により知事が許可した充てん事業者（以下「事業者」という。）とする。３ 立入検査に係る実施計画の策定（１） 立入検査に係る実施計画（以下「立入検査計画」という。）を策定するに当たっては、１事業者につき概ね４年に１回の頻度で行えるよう毎年度当初において計画することとする。（２） 立入検査計画は、計画作成後の情勢変化等により必要と判断した場合には、変更することができることとする。（３） 立入検査計画には、重点項目、被検査事業者及び立入検査の時期を定めることとする。ただし、臨時に行う立入検査については、この限りでない。４ 立入検査の実施（１） 検査日の通知立入検査の実施に当たっては、事業者に対し、原則として立入検査実施予定日の２週間前までに文書で立入検査の実施を通知することとする。ただし、臨時に行う立入検査については、この限りでない。（２） 検査日等の変更（１）の通知到達後、事業者側から検査日等の変更について要請があった場合は、立入検査の実施に支障がない限度において検査日等を調整することとする。



（３） 事前確認事項立入検査の実施に当たっては、適切な指導を行うため、次の事項について事前に確認することとする。ア 当該事業者に係る前回の立入検査結果イ 液化石油ガス販売事業者にあっては、直近の液化石油ガス販売事業報告ウ 保安機関にあっては、直近の保安業務実施状況報告エ 充てん事業者にあっては、直近の充てん事業報告オ 当該事業者に係る過去の事故発生状況カ 当該事業者に係るその他の指導状況（４） 立入検査記録の作成立入検査の効率化を図るため、（１）の検査日の通知に併せて「液石法立入検査記録」（別紙１）を送付し、事業者が事前に作成したものを立入検査当日１部提出するよう依頼することとする。（５） 改善状況等の確認立入検査当日は、必要に応じ（３）に掲げる関係資料を持参し、前回指導事項の改善状況等を確認することとする。（６） 立入検査の実施体制ア 立入検査は、原則として２名以上の職員で実施することとする。イ 立入検査に従事する職員は、必ず所定の立入検査証を持参し、相手方から提示を求められた場合はこれを提示することとする。５ 立入検査の方法立入検査は、次に定める方法により行うこととする。（１） 原則として、４の（４）の「立入検査記録」に掲げる事項についてヒアリングを実施するとともに、帳簿等によりその内容の整合性に注意しながら確認する。ただし、検査時間等の制約で「立入検査記録」に掲げる全ての事項について検査できない場合は、適宜必要な事項について重点的に検査する。（２） 検査項目の結果は、良、可、否、又は該当なしで記載する。（３） 検査項目の結果が可の場合は口頭で、否の場合は後日文書で改善すべき点を指摘し、改善を指導する。ただし、前回の立入検査において口頭で改善を指導した事項について改善が認められない場合は検査結果を否とし、後日文書で改善を指導する。６ 検査実施上の注意事項（１） 検査開始の際に、「本検査は、液化石油ガス法第８３条に基づき行われる立入検査であること」を被検査事業者に説明すること。（２） 本検査を拒み、又は質問に関して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者に



は、罰則規定が適用されることを必要に応じ教示すること。（法第１０１条第５号及びび第６号）（３） 検査を実施する際には、以上の検査のほか、法の内容、各種保安情報等についても説明を行い、事業者の保安意識の啓蒙に努めること。（４） 検査結果において、改善を要する事項がある場合には、その場において法令違反の内容を指摘し、改善方法を具体的に指示すること。７ 立入検査中の疑義（１） 検査を行っている時間内に疑義が生じ、検査時間内で解決できない場合は、持ち帰った上で、法令等に照らして適切であるか否かの検討をし、後日対処することとする。（２） 必要に応じ、被検査事業者に追加説明を求める、又は再度立入検査等を行うこととする。８ 立入検査の報告等（１） 検査を実施した者は、検査を終了したとき、「液化石油ガス販売事業者・保安機関立入検査復命書」（別紙２）を作成して担当課長に報告することとする。なお、作成に当たっては、検査において指摘した事項、改善項目等の内容を必ず記入することとする。（２） 検査結果において、改善を要する事項があった場合には、検査後速やかに当該事業者に対し、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく指導処置基準により指導を行うこととする。（３） 書面にて改善を指導した場合は、事業者に対して 「改善報告書」（別紙３）により報告を求め改善を促すこととする。（４） 改善結果については、被検査事業者から改善状況を記した報告書及び関係資料を徴収するとともに、必要に応じて再度立入検査を行うことにより、改善状況を確認することとする。附 則本実施要領は、平成２８年 ４月 １日から施行する。


